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 制度の概要

SS過疎地等における燃料供給拠点の確保を図るため、自治体が行う燃料供給に関する計画

策定や、計画に基づく給油所の移転・統合・新設に必要な設備整備・設備撤去等に要する経

費の一部を補助する制度です。地域における新たな燃料供給体制の構築推進と燃料の安定供

給体制確保を目的としています。

本制度は2つの事業から構成されており、まず計画策定を支援し、その後具体的な設備整備

を支援する段階的なアプローチを採用しています。災害時を含む燃料供給体制の維持・強化

により、地域住民の生活基盤確保に寄与します。

 支援内容

□ 燃料供給に関する計画策定事業

最大1,000万円 補助率：3/4以内

□ 設備整備等事業

最大1億円 補助率：3/4又は1/2

 対象者

※SS過疎地等：市町村内SS数3カ所以下又は道路距離に応じたSS過疎地域

 補足事項

 戦略的分析

【採択のポイント】

【段階的なステップアップ戦略】

 SS過疎地の分布状況

SS過疎地等（2024年度）：全国約400市町村が該当

平均SS数：約2.1カ所（過疎地域平均）

 活用事例と分野

事業分野 代表的な取組例

計画策定 燃料需給調査・供給体制設計・合意形成

移転・統合 既存SS統合による効率化・拠点集約

新設整備 未充足地域への新規SS設置

設備更新 老朽化設備のリニューアル・機能強化

撤去・解体 不要施設の適切な撤去・環境整備

 採択率向上のポイント

 専門家活用のススメ

 必要書類とチェックポイント

提出書類 チェックポイント

補助金交付申請書

計画策定・設備整備事業提案書

申請資格誓約書

暴力団排除誓約書

 申請スケジュール

 問い合わせ

制度詳細 https://www.zensekiren.or.jp/06contents01/01/0101/0110

お問い合わせ 全国石油商業組合連合会

政策グループ 環境・安全対策チーム

TEL：03-3593-5835

FAX：03-3593-5830

地域内の燃料需給把握・分析

燃料供給体制・運営体制の検討

関係者との合意形成支援

給油所の移転・統合・新設

設備整備・設備撤去

土木工事・解体撤去工事

SS過疎地等の自治体（計画策定事業・設備整備事業）

揮発油販売業者（中小企業者・設備整備事業のみ）

自治体が策定した計画の対象となる給油所を運営・所有する事業者

申請が予算額を超過した場合は募集終了となる可能性があります

中小企業者は賃上げ実施により補助率優遇措置あり

過疎地域等の定義は財政力指数0.51以下の地域も含まれます

地域の燃料需給分析の精度と客観性が重要です

災害時を含む継続的な運営体制の実現可能性を明確に示すこと

住民・事業者等の合意形成状況を具体的に説明すること

第1段階で計画策定事業により基盤づくりを行う

計画完了後に設備整備事業で具体的な施設整備を実施

地域のSS事業者との連携体制構築が成功の鍵

地域特性の把握：人口動態・交通アクセス等の詳細分析

財務計画の妥当性：持続可能な運営体制の構築

関係者との調整：自治体・事業者・住民の三者合意

災害対応計画：緊急時の燃料供給継続体制の整備

燃料供給コンサルタント：需給分析・供給体制設計の専門支援

地域計画専門家：地域特性を踏まえた最適配置計画

合意形成ファシリテーター：住民・事業者との調整支援

申請書作成専門家：複雑な申請手続きの効率化

事業内容の具体性・実現可能性

補助対象経費の根拠資料完備

地域の燃料需給状況の詳細分析

関係者との合意形成状況の説明

応募要件への適合性確認

必要な能力・経験の有無

反社会的勢力との関係遮断

適正な事業運営体制の確保

事前準備期間

地域調査・関係者調整に2～3ヶ月程度。SS事業者との事前協議が重要。

公募期間

2025年4月17日（木）～9月30日（火）17時

6回の締切設定。早期申請を推奨。

審査期間

締切後約1～2ヶ月程度

交付決定通知

審査完了後随時通知

すべての申請者に対して結果通知

事業実施期間

交付決定日～2026年2月20日

実績報告書提出まで完了必須

https://www.zensekiren.or.jp/06contents01/01/0101/0110

